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日米貿易協定は屈辱的な協定╱一方的譲歩、スピード承認

2020年新春号
●ホームページは 紙智子 検索

　安倍政権は、参議院選挙が終わるまで交渉内容を
覆い隠し、終わればトランプ大統領の選挙をお膳立
て。2019年9月26日の最終合意から12月4日の国会承
認まで、わずか69日。異例のスピードで強行しました。
紙議員は、農業を犠牲し自動車関税は先送りしたア
メリカいいなりの交渉を厳しく批判。農産物では、第
1にアメリカに「特恵的な待遇を追求する」権利を与
え、第2に牛肉のセーフガードは事実上無力化、第3に
TPP加盟国から劣後した状態（不利）を解消するた
めに587品目もの関税削減をするなど、屈辱的な協定
であることを明らかにし、日米FTA交渉に突き進むの
は許せないと主張しました。
　政治の私物化である「桜を見る会」の招待者選定に

　東日本大震災・東京電力福島第1原発事故から9
年。福島県農民連は、安倍政権と東京電力に福島切
り捨ては許さない、被害がある限り賠償を行うよう求
めています。被災者への賠償を滞らせながら、原発再
稼働には多額の資金を投じる政府・東京電力の姿勢
を厳しく追及しました。
　北海道胆振東部地震から1年が過ぎました。厚真
町、むかわ町、安平町、札幌市清田区を訪問し、住宅
再建、被災者の暮らしを支える施策を求めました。
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貿易協定と桜疑惑を
追及＝11月20日

福島切り捨てを許さない！
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懇談＝9月4日
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安倍首相みずからが関与していると追及しました。
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福島切り捨て許すな！ 北海道地震、住宅再建を！福島切り捨て許すな！ 北海道地震、住宅再建を！



厚労省から説明をうける＝12月12日▶

韓国メディアの取材＝1月21日▶

秋田県委員会と　
厚労省申し入れ　
＝11月18日▶

◀農民連関東ブロックと　
　農水省要請　
　＝10月11日

左▶JR北海道日高線存続へ池
田拓浦河町長と懇談

中▶香川の食を考える「農林漁
業シンポジウム」

右▶患者家族がのぞむ国立病
院八雲病院について懇談

　紙議員は、トランプ米大統領が狙う食の安全の規制緩和に
かかわって、発がん性が指摘される米国メーカーの農薬グリホ
サートが、学校給食のパンから検出されている問題で、政府に
対応を求めました。江藤拓農水相は「学校給食については、少し
ステージが違うと思うので、考えたい」と述べました。
　また、環太平洋連携協定（TPP）の論戦で、紙議員、吉良よし子
議員が使用拡大に反対した
アルミ系食品添加物の認可
の検討を取りやめたことが
明らかになりました。

　紙議員は、豚コレラが発生して以降、侵入経路の解明、拡大
の封じ込めなど、養豚農家が安心して経営できる対策を求めて
きました。とりわけ政府の初動対応が遅れたこと、新規対策を
打ち出しても感染拡大が終息しないことから、畜産関係者の意
見を聞いてワクチン接種を求めるとともに、政府がワクチン接
種に踏み切ったあともワクチンの増産、感染拡大防止策、畜舎

整備費用への支
援を求めました。

　厚生労働省の公立・公的病院の再編統合（JA 厚生連など）に
批判が高まっていると追求したところ、江藤農水相は、「たいへ
ん唐突な話だ」、「非常に迷惑だ」と批判しました。紙議員は再
編統合をやめるよう
求めました。

　紙議員は、台風15号、19号で大きな被害を受けた千葉、宮
城、福島、長野を訪問し、商店街や農業者から要望を聞き、経営

の再建、農地に堆積した
稲わらの撤去や浸水し
た米農家への支援、軽ト
ラック支援などを求めま
した。

　ヨーネ病は家畜伝染病の一つで、牛や羊などに発症し、6カ
月から数年の潜伏期間を経て慢性的な下痢を起こし、衰弱して
死に至ります。北海道で増加しているヨーネ病の検査対象牛、
検査期間の見直し、被害農家への支援並びにまん延防止対策
の強化を求めました。

　新漁業法の施行に向けた政省令を制定する準備作業が行わ
れています。紙議員は、現場を置き去りにし、強行した漁業法
の改正を反省する必要があるのに、新漁業法はいまだに漁業
関係者や学者から説明や広報が弱く、開かれた議論が不十分

であるとの意見
が出されている
とし改善を求め
ました。

　紙議員は、「内閣官房長官補室が新たに入手した『慰安婦』
関係文書に関する質問主意書」を提出しました。答弁書では、
慰安婦問題への日本軍関与を示す
資料などを、内閣府が2017年と18
年に新たに入手したことが明らか
になりました。

グリホサート検出、規制強化を 台風被害、
くらし・生業の再建を

豚コレラ、ワクチン接種などの
感染拡大防止対策を

新漁業法の施行は、
漁業者の参加と納得が必要

公的・公立病院（JA厚生連や日赤）
の再編統合やめよ 日本軍『慰安婦』問題

軍の関与は明らか

ヨーネ病対策求める

◀千葉県で実情のききとり
　＝9月18日

◀養殖ホタテの大量死
について落部漁協と
懇談＝9月18日


